
ⅢⅢ 労労働働者者災災害害補補償償保保険険事事業業のの概概況況

労労災災保保険険事事業業のの概概況況

平成 年度労災保険事業における保険料収納済額と保険給付支払額をみると、保険料収納済額は 億円で、

前年度に比べ ％減、保険給付支払額は 億円で、前年度に比べ ％増となった。

また、特別支給金支払額は 億円で、前年度に比べ ％減となった。

適適用用事事業業場場数数及及びび適適用用労労働働者者数数

平成 年度末の適用事業場数は 事業場で、前年度と比べ ％増となった。

業種別にみると、卸売・小売、金融・保険、医療・福祉等を中心とする「その他の事業」が 事業場 構成比

％ と最も多く、次いで「建設事業」が 事業場 同 ％ 、「製造業」が 事業場 同 ％ と、

この 業種で適用事業場数の ％を占めている。以下、「運輸業」が 事業場 同 ％ 、「林業」が

事業場 同 ％ 、「船舶所有者の事業」が 事業場 同 ％ 、「漁業」が 事業場 同 ％ 、「鉱業」が

事業場 同 ％ 、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 事業場 同 ％ となった。 第 表

 
 
 

平成 年度末の適用労働者数は 人で、前年度に比べ ％増となった。

業種別にみると、「その他の事業」が 人 構成比 ％ と最も多く、次いで「製造業」が 人

同 ％ 、「建設事業」が 人 同 ％ と、この 業種で適用労働者数の ％を占めている。以下、

「運輸業」が 人 同 ％ 、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 人 同 ％ 、「林業」が

人 同 ％ 、｢船舶所有者の事業」が 人 同 ％ 、「漁業」が 人 同 ％ 、「鉱業」が

人 同 ％ となった。 第 表

 

平成29年度末 平成30年度末 対前年度

現　在 現　在 増 減 率

％ ％

全 業 種

林 業

漁 業

鉱 業  △   

建 設 事 業

製 造 業  △   

運 輸 業

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業

そ の 他 の 事 業

船舶 所有 者の 事業  △   

新規加入 消 滅業 種

第 １ 表　　業 種 別 適 用 事 業 場 数

構 成 比
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平成 年度の１事業場当たり平均労働者数をみると、全業種合計では、 人となり、前年度に比べ 人増と

なった。

業種別にみると、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 人で最も多く、次いで「運輸業」が 人、

「その他の事業」が 人、「製造業」が 人、「船舶所有者の事業」が 人、「建設事業」が 人、

「漁業」及び「鉱業」がそれぞれ 人、「林業」が 人となった。 第 表

 

 
 
 
 
 

平成29年度末 平成30年度末 対前年度

現　在 現　在 増 減 率

人 人 人 人 ％ ％

全 業 種

林 業

漁 業  △   

鉱 業  △   

建 設 事 業

製 造 業

運 輸 業

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業

そ の 他 の 事 業

船舶 所有 者の 事業  △   

新規加入業 種

第 ２ 表　　業 種 別 適 用 労 働 者 数

消 滅 構 成 比

平 成 年 度 平 成 年 度

人 人 人

全 業 種

林 業

漁 業 　　　　△      

鉱 業

建 設 事 業

製 造 業

運 輸 業

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業

そ の 他 の 事 業

船 舶 所 有 者 の 事 業

（注）平均労働者数＝適用労働者数/適用事業場数（年度末）

第 ３ 表　　１事業場当たり平均労働者数

業 種
平 均 労 働 者 数

対 前 年度 増 減
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保保険険料料

平成 年度の保険料徴収決定済額 以下、「徴収決定済額」という。  は 億円で、前年度と比べて ％減と

なった。

業種別にみると、「その他の事業」が 億円 構成比 ％ と最も多く、次いで「建設事業」が 億円

同 ％ 、「製造業」が 億円 同 ％ と、この 業種で徴収決定済額の ％を占めている。以下、

「運輸業」が 億円 同 ％ 、「船舶所有者の事業」が 億円 同 ％ 、「林業」が 億円 同 ％ 、

「鉱業」が 億円 同 ％ 、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 億円 同 ％ 、「漁業」が 億円

同 ％ となった。

対前年度増減率でみると、「林業」が ％増、「運輸業」が ％増となり、一方、「建設事業」が ％減、

「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が ％減、「鉱業」が ％減、「船舶所有者の事業」が ％減、「漁業」

が ％減、「その他の事業」が ％減、「製造業」が ％減となった。

また、平成 年度の保険料収納済額 以下、「収納済額」という。 は 億円で、前年度と比べて ％減となっ

た。収納率は ％で、前年度と比べて ポイント増加した。

業種別に収納率をみると、「漁業」が ％、「船舶所有者の事業」が ％、「鉱業」が ％、「運輸業」が

％、「林業」が ％、「製造業」が ％、「建設事業」が ％と前年度を上回り、「電気、ガス、水道

又は熱供給の事業」が ％、「その他の事業」が ％と前年度と同水準であった。 第 表  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成29年度 平成30年度 構 成 比
対前年度

増 減 率
平成29年度 平成30年度 構 成 比

対前年度

増 減 率
平成29年度 平成30年度

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種  △   △  

林 業

漁 業  △   △  

鉱 業  △   △  

建 設 事 業  △   △  

製 造 業  △   △  

運 輸 業

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
 △   △  

そ の 他 の 事 業  △   △  

船舶所有者の事業  △   △  

第 ４ 表　　業 種 別 保 険 料 徴 収 状 況

収 納 率保 険 料 収 納 済 額保 険 料 徴 収 決 定 済 額

業 種
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メメリリッットト制制

平成 年度のメリット制適用事業場数は 事業場となった。これを継続事業、一括有期事業、有期事業別

に区分してみると、次の結果となった。

継継続続事事業業

継続事業のメリット制適用事業場数は 事業場で、平成 年度当初適用事業場数 事業場に対し、

％のメリット制適用率となった。 第 表

 
 

増減率別にみると、平成 年度の労災保険率を引き下げることとなった事業場数は 事業場 構成比

％ 、労災保険率を引き上げることとなった事業場数は、 事業場 同 ％ 、労災保険率を据え置くことと

なった事業場数は 事業場 同 ％ であった。 第 表

 

メ リ ッ ト 制 年 度 当 初 メ リ ッ ト 制

適用事業場数 適用事業場数 適 用 率

（　➀　） （　②　） （ ①／②×100 ）

％

計

林 業

漁 業

鉱 業

製 造 業

運 輸 業

電気、ガス、水道、又は熱供給の事業

そ の 他 の 事 業

船 舶 所 有 者 の 事 業

第 ５ 表　　メリット制適用事業場数（継続事業）

業 種

メ リ ッ ト 制

適用事業場数

％

　増減率 45%減ずる

　増減率 40%減ずる

　増減率 35%減ずる

　増減率 30%減ずる

　増減率 25%減ずる

　増減率 20%減ずる

　増減率 15%減ずる

　増減率 10%減ずる

　増減率  5%減ずる

小 計

労 災 保 険 率

据 え 置 き の も の
　増減率

　増減率  5%増加する

　増減率 10%増加する

　増減率 15%増加する

　増減率 20%増加する

　増減率 25%増加する

　増減率 30%増加する

　増減率 35%増加する

　増減率 40%増加する

　増減率 45%増加する

小 計

労 災 保 険 率

引 き 下 げ の も の

合　　計

労 災 保 険 率

引 き 上 げ の も の

第 ６ 表　　増減率別メリット制適用事業場数（継続事業）

保 険 料 増 減 率 構 成 比
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一一括括有有期期事事業業

一括有期事業のメリット制適用事業場数は 事業場で、平成 年度当初適用有期事業場数 事業場

に対し、 ％のメリット制適用率となった。 第 表

 
 
 

増減率別にみると、平成 年度の労災保険率を引き下げることとなった事業場数は 事業場 構成比 ％ 、

労災保険率を引き上げることとなった事業場数は 事業場 同 ％ 、労災保険率を据え置くこととなった

事業場数は 事業場 同 ％ であった。 第 表

 
 

メ リ ッ ト 制 年 度 当 初 メ リ ッ ト 制

適用事業場数 適用事業場数 適 用 率

（　➀　） （　②　） （ ①／②×100 ）

％

計

林 業

水 力 発 電 施 設 等 新 設 事 業

道 路 新 設 事 業

舗 装 工 事 業

鉄 道 又 は 軌 道 新 設 事 業

建 築 事 業

機 械 装 置 の 組 立 又 は 据 付 の 事 業

そ の 他 の 建 設 事 業

既 設 建 築 物 設 備 工 事 業

業 種

第 ７ 表　　メリット制適用事業場数（一括有期）

メ リ ッ ト 制

適用事業場数

％

　増減率 40%減ずる

　増減率 35%減ずる

　増減率 30%減ずる

　増減率 25%減ずる

　増減率 20%減ずる

　増減率 15%減ずる

　増減率 10%減ずる

　増減率  5%減ずる

小 計

労 災 保 険 率

据 え 置 き の も の
　増減率

　増減率  5%増加する

　増減率 10%増加する

　増減率 15%増加する

　増減率 20%増加する

　増減率 25%増加する

　増減率 30%増加する

　増減率 35%増加する

　増減率 40%増加する

小 計

合　　計

第 ８ 表　　増減率別メリット制適用事業場数（一括有期）

保 険 料 増 減 率 構 成 比

労 災 保 険 率

引 き 下 げ の も の

労 災 保 険 率

引 き 上 げ の も の

― 66 ―



有有期期事事業業

有期事業のメリット制適用事業場数は、 事業場となった。

また、平成 年度の消滅事業場数は、 事業場となった。 第 表

 
 
 

増減率別にみると、確定保険料の額を引き下げて改定された事業場数は 事業場 構成比 ％ 、確定保険料

の額を引き上げて改定された事業場数は 事業場 同 ％ 、確定保険料の額を据え置くこととなった事業場数は

事業場 同 ％ であった。 第 表

 

メ リ ッ ト 制 消滅事業場数

適用事業場数 （平成30年度）

計

林 業

水 力 発 電 施 設 等 新 設 事 業

道 路 新 設 事 業

舗 装 工 事 業

鉄 道 又 は 軌 道 新 設 事 業

建 築 事 業

機 械 装 置 の 組 立 又 は 据 付 の 事 業

そ の 他 の 建 設 事 業

既 設 建 築 物 設 備 工 事 業

業 種

第 ９ 表　　メリット制適用事業場数（有期）

メ リ ッ ト 制

適用事業場数

％

　増減率 40%減ずる

　増減率 35%減ずる

　増減率 30%減ずる

　増減率 25%減ずる

　増減率 20%減ずる

　増減率 15%減ずる

　増減率 10%減ずる

　増減率  5%減ずる

小 計

確 定 保 険 料

据 え 置 き の も の
　増減率

　増減率  5%増加する

　増減率 10%増加する

　増減率 15%増加する

　増減率 20%増加する

　増減率 25%増加する

　増減率 30%増加する

　増減率 35%増加する

　増減率 40%増加する

小 計

確 定 保 険 料

引 き 上 げ の も の

第 １０ 表　　増減率別メリット制適用事業場数（有期）

合　　計

保 険 料 増 減 率 構 成 比

確 定 保 険 料

引 き 下 げ の も の
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保保険険給給付付

平成 年度の保険給付支払額は 億円で、前年度に比べ ％増となった。

給付種類別にみると、年金等給付が 億円 構成比 ％ と最も多く、次いで療養補償給付が 億円 同

％ 、休業補償給付が 億円 同 ％ と、この 種の給付で保険給付支払額の ％を占めている。以下、障害

補償一時金が 億円 同 ％ 、遺族補償一時金が 億円 同 ％ 、介護補償給付が 億円 同 ％ 、葬祭料が

億円 同 ％ 、二次健康診断等給付が 億円 同 ％ となった。

給付種類別に対前年度増減率をみると、二次健康診断等給付が ％増、療養補償給付が ％増、休業補償給付が

％増、障害補償一時金及び遺族補償一時金がそれぞれ ％増、葬祭料が ％増となり、一方、年金等給付が ％

減、介護補償給付が ％減となった。 第 表

 
 

 
業種別にみると、「その他の事業」が 億円 構成比 ％ と最も多く、次いで「建設事業」が 億円 同

％ 、「製造業」が 億円 同 ％ と、この 業種で保険給付支払額の ％を占めている。以下、

「運輸業」が 億円 同 ％ 、「鉱業」が 億円 同 ％ 、「林業」が 億円 同 ％ 、「船舶所有者の

事業」が 億円 同 ％ 、「漁業」が 億円 同 ％ 、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 億円 同

％ となった。

業種別に対前年度増減率をみると、「その他の事業」が ％増、「運輸業」が ％増、｢船舶所有者の事業｣が

％増、「製造業」が ％増となり、一方、「鉱業」が ％減、「林業」が ％減、「電気、ガス、水道又は

熱供給の事業」が ％減、「漁業」が ％減、「建設事業」が ％減となった。 第 表

 
 
 
 
 
 
 
 

対前年度

金　　額 構 成 比 金　　額 構 成 比 増 減 率

千円 ％ 千円 ％ ％

合 計

療 養 補 償 給 付

休 業 補 償 給 付

障 害 補 償 一 時 金

遺 族 補 償 一 時 金

葬 祭 料

介 護 補 償 給 付  　△    

年 金 等 給 付  　△    

二 次 健 診 等 給 付

第 １１ 表　　給付種類別保険給付支払状況

平 成 年 度 平 成 年 度
給 付 種 類
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平成 年度の療養補償給付 日当たり平均支払額を業種別にみると、全業種平均支払額（ 円）を上回った

のは、「船舶所有者の事業」の 円、「建設事業」の 円、「運輸業」の 円、「漁業」の

円、「製造業」の 円となった。これら以外の業種では全業種平均支払額を下回った。

平成 年度の休業補償給付 日当たり平均支払額を業種別にみると、全業種平均支払額（ 円）を上回ったの

は、「船舶所有者の事業」の 円、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」の 円、「鉱業」の

円、「建設事業」の 円、「運輸業」の 円で、これら以外の業種では全業種平均支払額を

下回った。 第 表

 
 
 
 
 

対前年度

金　　額 構 成 比 金　　額 構 成 比 増 減 率

千円 ％ 千円 ％ ％

全 業 種

林 業  　△    

漁 業  　△    

鉱 業  　△    

建 設 事 業  　△    

製 造 業

運 輸 業

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
 　△    

そ の 他 の 事 業

船舶 所有 者の 事業

第 １２ 表　　業種別保険給付支払状況

業 種
平 成 年 度 平 成 年 度

平成29年度 平成30年度
全業種を

と す る 格 差
平成29年度 平成30年度

全業種を

と す る 格 差

円 円 円 円

全 業 種

林 業

漁 業

鉱 業

建 設 事 業

製 造 業

運 輸 業

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業

そ の 他 の 事 業

船舶 所有 者の 事業

業 種

療 養 補 償 給 付 休 業 補 償 給 付

第 １３ 表　　業種別療養補償給付及び休業補償給付平均支払額（１日当たり）
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平成 年度の年金等給付支払額は、 億円で前年度と比べ ％減となった。

年金種類別にみると、遺族補償年金が 億円 構成比 ％ と最も多く、次いで障害補償年金が 億円 同

％ 、傷病補償年金が 億円 同 ％ となった。 第 表

 

 
 

年金等給付を業種別にみると、「建設事業」が 億円 構成比 ％ と最も多く、次いで「製造業」が

億円 同 ％ 、「その他の事業」が 億円 同 ％ と、この 業種で年金等給付支払額の ％を占め、

以下、「運輸業」が 億円 同 ％ 、「鉱業」が 億円 同 ％ 、「林業」が 億円 同 ％ 、「漁業」が

億円 同 ％ 、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 億円 同 ％ 、｢船舶所有者の事業｣が 億円 同

％ となった。 第 表

 

 
 
 
 
 
 

金　　額 構 成 比 金　　額 構 成 比

千円 ％ 千円 ％ ％

合 計  　△    

傷 病 補 償 年 金  　△    

障 害 補 償 年 金  　△    

遺 族 補 償 年 金  　△    

第 １４ 表　　種 類 別 年 金 等 支 払 状 況

対前年度

増 減 率

平 成 年 度 平 成 年 度
種 類

（注）「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

じ ん 肺 せ き 損 そ の 他 合 計

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種

林 業

漁 業

鉱 業

建 設 事 業

製 造 業

運 輸 業

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業

そ の 他 の 事 業

船舶所有者の事業

第 １５ 表　　業 種 別 年 金 等 支 払 状 況

業 種
傷 病 補 償 年 金

障害補償年金 遺族補償年金 合 計 構 成 比
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受受給給者者数数

新新規規受受給給者者数数

平成 年度中に新たに保険給付の支払を受けた者の数 以下、「新規受給者数」という。 は 人で、前年度に

比べ 人 ％ 増となった。

業種別にみると、「その他の事業」が 人 構成比 ％ と最も多く、次いで「製造業」が 人 同

％ 、「建設事業」が 人 同 ％ と、この 業種で全体の ％を占めている。以下、「運輸業」が

人 同 ％ 、「林業」が 人 同 ％ 、「船舶所有者の事業」が 人 同 ％ 、「漁業」が

人 同 ％ 、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 人 同 ％ 、「鉱業」が 人 同 ％ となった。

対前年度増減率でみると、「建設事業」が ％増、「運輸業」が ％増、「その他の事業」が ％増、「製造

業」が ％増、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が ％増となり、一方、「林業」が ％減、「漁業」が

％減、｢船舶所有者の事業｣が ％減、「鉱業」が ％減となった。 第 表

葬葬祭祭料料受受給給者者数数   

平成 年度中に葬祭料の支払を受けた者の数は 人で、前年度に比べ 人 ％ 減となった。

業種別にみると、「建設事業」が 人 構成比 ％ 、次いで「製造業」が 人 同 ％ 、「その他の

事業」が 人 同 ％ と、この 業種で全体の ％を占めている。以下、「運輸業」が 人 同 ％ 、

「鉱業」が 人 同 ％ 、「林業」が 人 同 ％ 、「船舶所有者の事業」が 人 同 ％ 、「電気、ガス、

水道又は熱供給の事業」が 人 同 ％ 、「漁業」が 人 同 ％）となった。 第 表

障障害害補補償償給給付付受受給給者者数数

平成 年度中に新たに障害補償年金及び障害補償一時金の支払を受けた者の数は 人で、前年度と比べ 人

％ 増となった。

業種別にみると、「その他の事業」が 人 構成比 ％ と最も多く、次いで、「製造業」が 人 同

％ 、「建設事業」が 人 同 ％ と、この 業種で全体の ％を占めている。以下、「運輸業」が

人 同 ％ 、「林業」が 人 同 ％ 、｢船舶所有者の事業｣が 人 同 ％ 、「鉱業」が 人 同

％ 、「漁業」が 人 同 ％ 、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 人 同 ％ となった。

対前年度増減率でみると、「漁業」が ％増、｢船舶所有者の事業｣が ％増、「その他の事業」が ％増、

「製造業」が ％増となり、一方、「林業」が ％減、「鉱業」が ％減、「建設事業」が ％減、「運輸

業」が ％減となった。なお、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」は前年度と同水準であった。 第 表
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年年金金受受給給者者数数

平成 年度末の年金受給者数は 人（船員保険からの移管者を除く。）で、前年度と比べ ％減となった。

給付種類別にみると、遺族補償年金が 人 構成比 ％ と最も多く、次いで障害補償年金が 人 同

％ 、傷病補償年金が 人 同 ％ となった。

対前年度増減率でみると、傷病補償年金が ％減、障害補償年金が ％減、遺族補償年金が ％減となった。

第 表

 

 
 

平 成 平 成 対前年度 平 成 平 成 対前年度 平 成 平 成 対前年度

29年度 30年度 増 減 率 29年度 30年度 増 減 率 29年度 30年度 増 減 率

人 人 ％ ％ 人 人 ％ ％ 人 人 ％ ％

全 業 種  △  

林 業  △   △  △ 

漁 業  △   △ 

鉱 業  △   △  △  

建 設 事 業  △  

製 造 業

運 輸 業  △  

電気 、ガ ス、 水道

又は 熱供 給の 事業

そ の 他 の 事 業  △  

船舶所有者の事業  △   △ 

第 １６ 表　　業種別新規受給者数、葬祭料受給者数、障害補償給付受給者数

業 種

（注）障害補償給付受給者数は、障害補償年金新規受給者数及び障害補償一時金の支払を受けた者の数の合算である。

構 成 比 構 成 比 構 成 比

新 規 受 給 者 数 葬 祭 料 受 給 者 数 障害補償給付 受給 者数

平成29年度末 新規受給者 再発･等級変更 死亡･失権 治 ゆ 平成30年度末 構 成 比
対前年度

増 減 率

人 人 人 人 人 人 ％ ％

　　△   

１ 級 　　△   

２ 級

３ 級 　　△   

４ 級 　　△   

５ 級 　　 △   　　△   

６ 級 　　△   

７ 級 　　 △    　　△   

計 　　△   

　　△   

じん肺 　　△  

せき損 　　△   

その他 　　 △    　　△   

計 　　△   

区 分

合 計

（注）平成30年度末＝平成29年度末＋新規受給者数＋再発・等級変更－死亡－治ゆ

遺族補償年金

傷

病

補

償

年

金

障

害

補

償

年

金

第 １７表　　年 金 受 給 者 推 移 状 況
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業種別にみると、「製造業」が 人 構成比 ％ と最も多く、次いで「建設事業」が 人 同

％ 、「その他の事業」が 人 同 ％ と、この 業種で年金受給者数全体の ％を占め、以下、

「運輸業」が 人 同 ％ 、「鉱業」が 人 同 ％ 、「林業」が 人 同 ％ 、「漁業」が

人 同 ％ 、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 人 同 ％ 、｢船舶所有者の事業｣が 人 同 ％ と

なった。

障害補償年金について業種別にみると、「製造業」が 人 構成比 ％ と最も多く、次いで「建設事業」が

人 同 ％ 、「その他の事業」が 人 同 ％ と、この 業種で障害補償年金全体の ％を占

め、以下、「運輸業」が 人 同 ％ 、「林業」が 人 同 ％ 、「鉱業」が 人 同 ％ 、「漁業」

が 人 同 ％ 、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 人 同 ％ 、｢船舶所有者の事業｣が 人 同

％ となった。

遺族補償年金について業種別にみると、「建設事業」が 人 構成比 ％ と最も多く、次いで「製造業」が

人 同 ％ 、「その他の事業」が 人 同 ％ と、この 業種で遺族補償年金受給者全体の ％

を占め、以下、「運輸業」が 人 同 ％ 、「鉱業」が 人 同 ％ 、「林業」が 人 同 ％ 、

「漁業」が 人 同 ％ 、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 人 同 ％ 、｢船舶所有者の事業｣が

人 同 ％ となった。

傷病補償年金について業種別にみると、じん肺では、「鉱業」が 人 構成比 ％ と最も多く、次いで「建設

事業」が 人 同 ％ 、「製造業」が 人 同 ％ と、この 業種で全体の ％を占めている。せき損で

は、「建設事業」が 人 構成比 ％ と最も多く、以下、「その他の事業」が 人 同 ％ 、「製造業」が

人 同 ％ 、「運輸業」が 人 同 ％ となった。 第 表

 
 
 
特特別別支支給給金金

平成 年度の特別支給金支払額は 億円で、前年度に比べ ％減となった。

種類別にみると、一般の特別支給金が 億円 構成比 ％ 、特別年金が 億円 同 ％ 、特別一時金が

億円 同 ％ となった。

給付種類別に対前年度増減率をみると、傷病特別支給金が ％増、遺族特別一時金が ％増、障害特別一時金が

％増、休業特別支給金が ％増、障害特別支給金が ％増となり、一方、傷病特別年金が ％減、障害特別

年金が ％減、遺族特別年金が ％減、遺族特別支給金が ％減となった。 第 表

人　員 構成比 人　員 構成比 人　員 構成比 人　員 構成比 人　員 構成比 人　員 構成比 人　員 構成比

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

全 業 種

林 業

漁 業

鉱 業

建 設 事 業

製 造 業

運 輸 業

電気、ガス、水道

又は熱供給の事業

そ の 他 の 事 業

船舶所有者の事業

第 １８ 表　　業 種 別 年 金 受 給 者 数

業 種 そ の 他 合 計
合 計 障害補償年金 遺族補償年金

傷 病 補 償 年 金

じ ん 肺 せ き 損
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業種別にみると、「製造業」が 億円 構成比 ％ 、「建設事業」が 億円 同 ％ 、「その他の事業」が

億円 同 ％ と、この 業種で特別支給金支払額全体の ％を占めている。以下、「運輸業」が 億円 同

％ 、「鉱業」が 億円 同 ％ 、「林業」が 億円 同 ％ 、「船舶所有者の事業」が 億円 同 ％ 、

「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 億円 同 ％ 、「漁業」が 億円 同 ％ となった。

業種別に対前年度増減率をみると、｢その他の事業｣が ％増、「運輸業」が ％増、｢船舶所有者の事業｣

及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ ％増、「漁業」が ％増となり、一方、「林業」が ％

減、「鉱業」が ％減、「建設事業」が ％減、「製造業」が ％減となった。 第 表

 

 

対前年度

金　　額 構 成 比 金　　額 構 成 比 増 減 率

千円 ％ 千円 ％ ％

 △   

休 業 特 別 支 給 金

傷 病 特 別 支 給 金

障 害 特 別 支 給 金

遺 族 特 別 支 給 金  △   

計

障 害 特 別 一 時 金

遺 族 特 別 一 時 金

計

傷 病 特 別 年 金  △   

障 害 特 別 年 金  △   

遺 族 特 別 年 金  △   

計  △   

合 計

一

般

の

特

別

支

給

金

特

別

一

時

金

特

別

年

金

第 １９ 表　　給付種類別特別支給金支払状況 

平 成 年度 平 成 年度
給 付 種 類

金　　額 構 成 比 金　　額 構 成 比

千円 ％ 千円 ％ ％

全 業 種 　　△   

林 業 　　△   

漁 業

鉱 業 　　△   

建 設 事 業 　　△   

製 造 業 　　△   

運 輸 業

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業

そ の 他 の 事 業

船舶 所有 者の 事業

第 ２０ 表　　業種別特別支給金支払状況

平 成 年 度 対前年度

増 減 率

平 成 年 度
業 種
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